
○東松山市指定給水装置工事事業者の違反行為に係る事務処理要綱 

平成２３年２月２４日 

決裁 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、東松山市指定給水装置工事事業者規程（平成１０年東松

山市水道事業規程第２号。以下「規程」という。）第８条及び第９条の規定

に基づき、東松山市指定給水装置工事事業者（以下「指定給水装置工事事業

者」という。）の違反行為に係る事務処理に関し、必要な事項を定めるもの

とする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱に使用する用語は、水道法（昭和３２年法律第１７７号。以

下「法」という。）及び東松山市水道事業給水条例（昭和４２年東松山市条

例第１４号）において使用する用語の例による。 

（違反行為の調査、報告等） 

第３条 給水装置工事主管課長（以下「主管課長」という。）は、指定給水装

置工事事業者が違反行為を行った疑いがあるときは、その事実関係の調査を

行うものとする。 

２ 主管課長は、前項の調査において違反行為の事実を認めたときは、当該指

定給水装置工事事業者に対し、直ちに違反行為を是正するよう指導するもの

とする。 

３ 主管課長は、当該指定給水装置工事事業者からてん末書の提出を求めると

ともに、指定給水装置工事事業者違反行為調査書（様式第１号）を作成する

ものとする。 

（処分等の基準） 

第４条 主管課長は、前条第１項の調査において別表第１に掲げる違反行為に

該当すると認めるときは、当該違反行為を行った指定給水装置工事事業者に

対し、同表に定める違反点数を付加するものとする。ただし、当該違反行為

が不可抗力その他特別の事情に起因する場合は、この限りでない。 



２ 前項の規定により指定給水装置工事事業者に対し違反点数を付加する場合

は、違反点数通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

３ 第１項の規定による違反点数は、当該違反点数を付加された日から起算し

て２年を経過した日に消滅する。 

４ 規程第８条及び第９条の規定による指定給水装置工事事業者の指定の取消

し又は停止の処分及び違反行為に係る行政指導（以下「処分等」という。）

は、指定給水装置工事事業者が別表第１に掲げる違反行為を行った場合にお

ける累積点数（一の指定給水装置工事事業者につき、当該指定給水装置工事

事業者が行った違反行為ごとに、同表に定めるところにより付加した点数の

合計をいう。以下同じ。）に応じて行うものとし、その基準は別表第２のと

おりとする。 

（処分に係る意見具申） 

第５条 主管課長は、累積点数に応じ、規程第８条及び第９条の規定による指

定給水装置工事事業者の指定の取消し又は停止の処分（以下「処分」という。）

を行うことが必要であると認めるときは、地方公営企業法（昭和２７年法律

第２９２号）第８条第２項の規定により上下水道事業の管理者の権限を行う

市長（以下「管理者」という。）に報告し、規程第１８条に基づく東松山市

指定給水装置工事事業者審査委員会設置の要否について、意見を具申するこ

とができる。 

（意見陳述のための手続） 

第６条 管理者は、違反行為の内容が処分に相当すると認めるときは、当該指

定給水装置工事事業者について、弁明の機会を付与し、又は意見陳述のため

聴聞の手続を行うものとする。 

２ 弁明の機会の付与に当たっては、弁明書の提出を求めるものとする。 

３ 聴聞の実施に当たっては、聴聞通知書（様式第３号）により通知を行うも

のとする。 

４ 聴聞は、主管課長が主宰する。 

５ 聴聞を終結したときは、主管課長は、速やかに聴聞報告書（様式第４号）



及び処分案を作成し、管理者に報告するものとする。 

６ 前各項に定めるもののほか、意見陳述のための手続に関しては、東松山市

行政手続条例（平成９年東松山市条例第２７号）及び東松山市聴聞規則（平

成６年東松山市規則第２６号）に定めるところによる。 

（処分の通知） 

第７条 管理者は、処分を決定した場合は、当該指定給水装置工事事業者に対

し処分通知書（様式第５号）を作成し、当該処分の通知を行うものとする。 

２ 処分をしたときは、規程第１０条の規定に基づき公示する。 

（給水装置工事主任技術者に対する措置） 

第８条 管理者は、法第２５条の４に定める給水装置工事主任技術者に、法に

違反する行為があったと認めるときは、その旨を国土交通大臣及び環境大臣

に報告するものとする。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から実施する。 

附 則（平成２８年３月２５日決裁） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、第１条の規定による改正前の東松山市第３子以降特

定教育・保育施設等利用者負担金無料化実施要綱、第２条の規定による改正

前の東松山市自立支援教育訓練給付金事業実施要綱、第３条の規定による改

正前の東松山市高等職業訓練促進給付金等事業実施要綱、第４条の規定によ

る改正前の東松山市小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業実施要綱、

第５条の規定による改正前の東松山市重度知的障害者共同生活援助事業借上

料補助金交付要綱、第６条の規定による改正前の東松山市多子軽減措置に伴

う償還払いによる障害児通所給付費支給要綱、第７条の規定による改正前の



東松山市精神障害者短期宿泊（シェルター）事業実施要綱、第８条の規定に

よる改正前の東松山市後期高齢者医療保険料徴収方法変更に係る認定要綱、

第９条の規定による改正前の老人福祉法に基づく措置の実施に関する要綱、

第１０条の規定による改正前の東松山市介護保険福祉用具購入費受領委任払

い制度実施要綱、第１１条の規定による改正前の東松山市介護保険住宅改修

費受領委任払い制度実施要綱、第１２条の規定による改正前の東松山市介護

保険制度における境界層措置実施要綱、第１３条の規定による改正前の東松

山市指定給水装置工事事業者の違反行為に係る事務処理要綱及び第１４条の

規定による改正前の東松山市専用水道規制事務取扱要綱に規定する様式によ

る用紙で、現に残存するものは、当分の間、所要の修正を加え、なお使用す

ることができる。 

附 則（平成３１年３月２６日決裁） 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年５月３１日決裁） 

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則（令和元年９月１３日決裁） 

この要綱は、令和元年９月１４日から施行する。 

附 則（令和３年３月１１日決裁） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月２９日決裁） 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

別表第１（第４条関係） 

指定給水装置工事事業者の違反行為に係る処分等の基準 

違反項目 水道法根

拠条文 

水道法関係法令条

文 

違反行為 違反点数 

指定要件

違反 

第２５条

の１１ 

第１項

第２５条

の３ 

第１項

施行規則

第２１条 

１ 事業所ごとに、給水装

置工事主任技術者を置

かないとき。 

１０点 



第１号 第１号 

第１項

第２号 

施行規則

第２０条 

２ 国土交通省令で定め

る機械器具を有しなく

なったとき。 

１０点 

第１項

第３号

イ 

施行規則

第２０条

の２ 

３ 精神の機能の障害に

より給水装置工事の事

業を適正に行うに当た

って必要な認知、判断及

び意思疎通を適切に行

うことができないとき。 

１０点 

第１項

第３号

ロ 

４ 破産手続開始の決定

を受けて復権を得ない

とき。 

１０点 

第１項

第３号

ハ 

５ 法に違反して、刑に処

せられ、その執行を終わ

り、又は刑の執行を受け

ることがなくなった日

から２年を経過しない

者であることが判明し

たとき。 

１０点 

第１項

第３号

ニ 

６ 指定を取り消され、そ

の取消しの日から２年

を経過しない者である

ことが判明したとき。 

１０点 

第１項

第３号

ホ 

７ 業務に関し不正又は

不誠実な行為をしたと

き。 

 

(1) 無断通水、メータ２点（悪質な



ーの不正使用等をし

たとき。 

場合は１０

点） 

(2) 道路占用・掘削許

可又は道路使用許可

を受けずに工事を施

行したとき。 

２点（悪質な

場合は９点） 

(3) 施工上の安全管理

を怠り、従業員を死傷

させたとき。 

７点以下 

(4) 施工上の安全管理

を怠り、公衆に死傷者

を出し、又は被害を与

えたとき。 

９点以下 

(5) 研修機会の確保を

しなかったとき。 

２点 

(6) 管理者の承認を受

けないで工事を施行

したとき、工事完成後

に管理者の検査を受

けなかったときその

他の違反行為を行っ

たとき。 

２点（悪質な

場合は９点） 

給水装置

工事主任

技術者選

任等義務

違反 

第２５条

の１１ 

第１項

第２号 

第２５条

の４ 

第１項 

第２項 

施行規則

第２１条 

第１項 

第２項 

１ 給水装置工事主任技

術者の選任又は解任の

届出をしないとき。 

１０点 

第３項 ２ 給水装置工事主任技

術者が２以上の事業所

７点 



に選任され、その職務に

支障があるとき。 

届出義務

違反 

第２５条

の１１ 

第１項

第３号 

第２５条

の７ 

施行規則

第３４条

第３５条 

１ 事業所の名称及び所

在地等の変更届を提出

しないとき、又は虚偽の

届出をしたとき。 

２点（虚偽の

場合は１０

点） 

２ 休止届、廃止届若しく

は再開届を提出しない

とき、又は虚偽の届出を

したとき。 

２点（虚偽の

場合は１０

点） 

事業の運

営基準違

反 

第２５条

の１１ 

第１項

第４号 

第２５条

の８ 

施行規則

第３６条 

第１号 

１ 給水装置工事ごとに、

給水装置工事主任技術

者を指名しなかったと

き。 

１点 

第２号 ２ 配水管から分岐して

給水管を設ける工事及

び給水装置の配水管へ

の取付口から水道メー

ターまでの工事を施行

する場合において、当該

配水管及び他の地下埋

設物に変形、破損その他

の異常を生じさせるこ

とがないよう適切に作

業を行うことができる

技能を有する者を従事

させ、又はその者に当該

工事に従事する他の者

２点 



を実施に監督させない

とき。 

第３号 ３ 管理者の承認を受け

た工法、工期その他の工

事上の条件に適合しな

い工事を施行したとき。 

２点（悪質な

場合は９点） 

第５号

イ 

４ 水道法施行令第６条

に規定する基準に適合

しない給水装置を設置

したとき。 

（令第６条：給水装置の構

造及び材質の基準） 

２点（悪質な

場合は９点） 

第５号

ロ 

５ 給水管及び給水用具

の切断、加工、接合等に

適さない機械器具を使

用したとき。 

２点（悪質な

場合は７点） 

第６号 ６ 指名した給水装置工

事主任技術者に、施行し

た給水装置ごとに工事

記録を作成させなかっ

たとき、又は当該記録を

その作成の日から３年

間保存しなかったとき。 

２点（悪質な

場合は７点） 

工事施行

に関する

義務違反 

第２５条

の１１ 

第１項

第５号 

第２５条

の９ 

 １ 給水装置の検査の際、

管理者の求めに対し、正

当な理由なく給水装置

工事主任技術者を検査

に立ち会わせないとき。 

２点 



第１項

第６号 

２ 給水装置工事に関す

る報告又は資料の提出

の求めに対し、正当な理

由なくこれに応じず、又

は虚偽の報告若しくは

資料の提出をしたとき。 

２点（虚偽の

場合は１０

点） 

第１項

第７号 

３ 施行した給水装置工

事が水道施設の機能に

障害を与え、又は与える

おそれが大きいとき。 

２点（悪質な

場合は９点） 

不正申請 第２５条

の１１ 

第１項

第８号 

  不正の手段により指定工

事業者として指定を受け

たとき。 

１０点 

別表第２（第４条関係） 

処分等の内容 累積点数 

行政指導 文書注意 １点又は２点 

文書警告 ３点又は４点 

処分 指定停止１月 ５点又は６点 

指定停止３月 ７点又は８点 

指定停止６月 ９点 

指定取消し １０点以上 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第４条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第６条関係） 

様式第５号（第７条関係） 

 


